



































第 1章 はじめに ................................................................................................. 1 
第 2章 UGC の類型と法的な扱い ......................................................................... 2 
第 3章 著作権法と表現の自由 .............................................................................. 5 
  第 1 節 米国著作権法と表現の自由の調整原理 ................................................. 5 
    １．Harper & Row Publishers, Inc. v. Nation Enterprises ......................... 6 
    ２．Eldred v. Ashcroft ............................................................................ 7 
  第２節 アイディア・事実／表現形式二分法 ..................................................... 10 
  第３節 フェア・ユースの法理 ........................................................................ 14 
    １．合衆国著作権法におけるフェア・ユースの法理 ..................................... 14 
    ２．Harper & Row 事件におけるフェア・ユース判断 .................................. 15 
    ３．フェア・ユースが抱える問題点 ........................................................... 17 
  第４節 裁判所が果たす役割 ........................................................................... 18 
  第５節 小括 ................................................................................................. 19 
第４章 現行法の枠内での解決 .............................................................................. 20 
  第１節 著作権法 32 条（引用）による解決 ...................................................... 20 
  第 2 節 黙示の許諾による解決 ........................................................................ 21 
  第 3 節 小括 ................................................................................................. 22 
第 5章 リフォーム論の検討 ................................................................................. 23 
  第 1 節 日本における二次創作・パロディと UGC をめぐる状況 ......................... 23 
  第 2 節 著作権法リフォーム案の検討 .............................................................. 24 
    １．Litman による提案 ............................................................................. 24 
    ２．Samuelson らによる提案 .................................................................... 26 
  第 3 節 パロディ規定 .................................................................................... 29 
    １．諸外国におけるパロディの扱われ方 ..................................................... 30 
     ・アメリカ ........................................................................................... 30 
     ・イギリス ........................................................................................... 33 
     ・フランス ........................................................................................... 35 
     ・ドイツ .............................................................................................. 37 
    ２．日本に適応したパロディ規定 .............................................................. 39 
  第 4 節 一般制限規定の導入 ........................................................................... 43 
  第 5 節 小括 ................................................................................................. 44 
第 6章 おわりに ................................................................................................. 45 
謝辞 ..................................................................................................................... 47 



















                                            
1 中山信弘『著作権法』（有斐閣、2007）4 頁 
2 UGC が扱われるサイトには、著名なものでWikipedia や YouTube、ニコニコ動画、pixiv などが挙げ







そしてどのような UGC について検討を加えればよいのかを明らかにする。 
 
 



















                                            
1「二次創作」という語は、明確な定義がない語であるが、ここでは島並良「二次創作と創作性」著作権研
究 28 号(2001) 28 頁における定義による。 
2 「創作性」概念がどのようなものであるかは諸説ある。例としては、「他人の著作物と異なるものを作成
した」（田村善之『著作権法概説 第 2 版』（有斐閣、2001）12 頁）、「著作者の個性が著作物の中に何ら
かの形で表れて」いる（半田正夫『著作権法概説 第 13 版』（法学書院、2007）73 頁）、「表現の選択の
幅」（中山信弘『著作権法』（有斐閣、2007）53 頁）などが挙げられる。 
3 このような動画は、動画共有サイト上では「作業用 BGM」といわれている。なお、このような編集物






















って生み出されたほとんどの UGC が当てはまると思われる。 
 






4 「ジュカイン - Yahoo!きっずポケモン」〈http://pokemon.kids.yahoo.co.jp/zukan/detail/254.html〉 









































                                            
1 ただし、後続著作者による先行著作物へのアクセスがない場合や、両者が独立して創作された場合には、
著作権侵害にはあたらない。（依拠の要件については田村善之『知的財産法 第 5 版』（2010、有斐閣）440
頁、田村善之『著作権法概説 第 2 版』（2001、有斐閣）50 頁など参照。） 
2 大日方信春『著作権と憲法理論』（信山社、2011）20 頁、92 頁参照 




説 世界憲法集 改訂版』（三省堂、1991）49 頁〔野坂泰司〕による。 
5 後述する Eldred v. Ashcroft, 537 U.S. 186 (2003) では、この 2 つの規定を”built-in First Amendment 
accommodations”（内蔵された修正 1条との調整法）と呼んでいる。 
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 回顧録が完成に近づいた 2 年後、原告は Time 誌と、出版前の抜粋記事の掲載について
の契約交渉を行った。その結果、Time誌は25000ドルを支払うことで合意し、半分の12500








トーリー」（a real hot news story）と自身が信じる点について、この原稿のみからの引用、
言い換え、事実などから手早く記事にした。この際、Navasky は、独自の論評、調査、批
評を行わなかった。これは、「フォードの本に先んじて出版する」（[publishing] in advance 
of publication of the Ford book.）ことで「ニュースにする」（make news）ためには、ス
ピードが重要だったからである。この、2250 語からなる記事は、1979 年 4 月 3 日に The 
Nation 誌において発表され、その結果、Time は記事掲載を中止し、後金の 12500 ドルの
支払いを拒否した。 
 本件は、原告 Harper & Row 社が、被告 Nation 社に対し、不法利用、契約への不法介
                                            
6 Harper & Row Publishers, Inc. v. Nation Enterprises 471 U.S. 539 (1985) 
 本裁判については、ロバート・ゴーマン＝ジェーン・ギンズバーグ（内藤篤訳）『米国著作権法詳解 ̶
















２．Eldred v. Ashcroft9 
 ・事件の概要 
 まず、アメリカ合衆国憲法 1条 8 節 8 項10には、「著作権・特許条項（The Copyright and 
Patent Clause）」と呼ばれる次のような規定がある。 
 




 そして 1998 年、合衆国議会は著作権保護期間延長法（Sonny Bono Copyright Term 
Extension Act of 1998：以下「CTEA」）12を制定した。これにより、1976 年著作権法の下
では著作者の死後50年まで存続していた著作権が、死後70年まで存続するようになった。 
 原告（控訴人、上告人）Eric Eldred は、パブリックドメインとなった著作物を用いてサ
                                            
7 471 U.S. at 560 
8 Id. at 558 括弧内は筆者による 
9 Eldred v. Ashcroft 537 U.S. 186 (2003) 本裁判については、大日方・前掲注(2) 161 頁以降、およびマ
ーシャル・A・リーファー（牧野和夫監訳）『アメリカ著作権法』（雄松堂出版、2008）326 頁参照。 
10 U.S. CONST., Art. I, § 8, cl. 8. 
11 樋口ほか・前掲注(4) 43 頁〔野坂泰司〕 
12 17 U.S.C. § 302 
 8 
ービスを行っていたが、CTEA の制定によって、適法に配信できたはずの著作物が利用で























                                            




嘉藤亮「アメリカ行政訴訟における宣言判決訴訟（一）」早稲田政治公法研究 90 号（2009）1 頁および嘉
藤亮「アメリカ行政訴訟における宣言判決訴訟（二・完）」早稲田政治公法研究 91 号（2009）61 頁を参
照。 
14 537 U.S. at 198 および、大日方・前掲注(2) 166 頁参照 
15 Id. at 199 
16 Id. 
17 Id. at 200 
18 Id. at 204 
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 ② 修正 1 条との関係 











                                            
19 Id. at 205 
20 Id. at 206 
21 Id. at 208 
22 Id. 
23 Id. at 218 
24 著作権条項は 1788 年、修正 1条は 1791 年に制定されている。 
25 537 U.S. at 219 
26 矛盾が無いことの実例として、ここではHarper & Row 事件（471 U.S. at 558）でも述べられている、
著作権法が自由な表現のエンジンであるという論が示され、著作権法の制定が表現の自由を促進している
旨が述べられている。 
27 537 U.S. at 219 





29 537 U.S. at 219 
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であるとし、学術よび論評だけでなく、パロディにさえ自由利用を認めているとしている30。 









理」の 2 つの法理によって、修正 1 条に関する問題はすでに解決済みであると考えている
点、そして、それ故に表現の自由（言論の自由）のために、現状以上にフェア・ユースの
法理を拡張する必要はないと考えている点が見て取れる35。 




  第 2 節 アイディア・事実／表現形式二分法 
 
 Harper & Row 事件では、「アイディア・事実／表現形式二分法」について、以下のよう
に述べている。 
                                            
30 Id. 












34 537 U.S. at 221 




 「アイディア・事実／表現形式二分法は、修正 1 条と著作権法の間での定義的衡量
（definitional balancing）である。それは、著作者の表現（author’s expression）をなお
保護する一方で、事実（facts）の自由なコミュニケーションを許容している」。36 
 また Eldred 事件においても、著作権法に内蔵された修正 1条との調整法がいまだ規定さ



















                                            
36 471 U.S. at 556 (quoting Harper & Row, Publishers v. Nation Enters., 723 F.2d 195, 203 (2d Cir. 
1983)) 邦訳は、大日方・前掲注(2) 98 頁による。 
37 本論文 10 頁 よび大日方・前掲注(2) 43 頁  
38 大日方・前掲注(2) 44 頁 
39 同書同頁 
40 同書同頁 
41 辻村みよ子『憲法 第 3 版』（日本評論社、2008）230 頁。定義づけ衡量については、芦部信喜『憲法 




とが強調されている。大日方・前掲注(2) 44 頁も参照。 
























                                            
43 横山久芳「著作権の保護期間延長立法と表現の自由に関する一考察 ̶̶アメリカの CTEA 憲法訴訟
を素材として̶̶」学習院大学法学会雑誌 39 巻 2 号（2004）38 頁 






46 中山・前掲注(45) 48 頁 
47 同 47 頁 
48 大日方・前掲注(2) 126 頁 
49 中山・前掲注(45) 47 頁 
























                                            
52 Campbell v. Acuff-Rose Music, Inc., 510 U.S. 569 (1994) 本事件の詳細については後述。 
53 長谷部・前掲注(42) 4 頁 
54 同 5頁 
55 Ashdown v. Telegraph Group Ltd (2001) EWCA Civ 1142, (2002) Ch 149 (61). 本事件については 5
章も参照。 








58 長谷部・前掲注(42) 6 頁 
59 大日方・前掲注(2) 126 頁 





 第 3 節 フェア・ユースの法理 
 
１．合衆国著作権法におけるフェア・ユースの法理 
 合衆国最高裁が修正 1 条上の問題を解決しているとしたもう一つの理由が、合衆国著作
権法にフェア・ユースの法理が規定されていることである。 
 本法理は、はじめ判例法理として生成され、1976 年法改正によって合衆国著作権法 107
条に以下のように明文規定がなされることとなった。 
 








 (2) 著作権のある著作物の性質。 
 (3) 著作権のある著作物全体との関連における使用された部分の量および実質
性。 







                                            
61 同書同頁 
62 17 U.S.C. §107 邦訳は、CRIC の外国著作権法令集（山本隆司訳）
〈http://www.cric.or.jp/gaikoku/america/america.html〉による。 
63 マーシャル・前掲注(9) 672 頁 
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はない状態にある。 




２．Harper & Row 事件におけるフェア・ユース判断 




 (1) 著作権利用の目的 
 高裁で認定したように、本件利用はニュース報道目的であるとしたうえで、107 条の第 1 
文に挙げられた利用形態について、「このリストは排他的なものではなく、逆に当リストに
挙げられた利用が『公正な』利用であるとの推定がはたらくわけではない」64とし、その上
で「107 条第１文がいう利用が具体的な事件でフェア・ユースに当たるかは、第 2 文で述
べられたことを含めた、決定力のあるファクターの適用いかんにかかっている」65という上
院報告書を引用している。 




 (2) 著作物の性質 








                                            
64 471 U.S. at 561  
65 Senate Report No.94-473 at 62 (1975) 
66 471 U.S. at 564 
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るとした。ただしこの点については、のちの著作権法改正において 107 条に「上記のすべ











 (4) 市場に与える影響 
 本判決では、フェア・ユースの判断においては本ファクターが最も重要な要素であると












                                            
67 17 U.S.C. §107 邦訳は、CRIC の外国著作権法令集（山本隆司訳）
〈http://www.cric.or.jp/gaikoku/america/america.html〉による。 
68 Harper & Row 判決後のフェア・ユースにおける未公開の性質に関する判決および、107 条改正に至
る経緯については、マーシャル・前掲注(9) 683 頁、およびロバート・前掲注(6) 675 頁参照 
69 Id. at 565 
70 Id. 
71 Sony Corp. of America v. Universal City Studios, Inc., 464 U.S. 417, 451 (1984) （強調は引用者） 
72 471 U.S. at 568 
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る。107 条では、フェア・ユース該当性を判断する際に考慮される 4 つのファクターを規

















                                            
73 Rebecca Tushnet, Copyright as a Model for Free Speech Law: What Copyright Has in Common 
With Anti-Pornography Laws, Campaign Finance Reform, and Telecommunications Regulation, 42 B. 
C. L. REV. 1, 24 (2000)  
74 471 U.S. at 549 (emphasis added) 
75 大日方・前掲注(2) 146 頁 参照 
76 同 147 頁 
77 同書同頁 
78 同 148 頁 
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に適合的なものであろうか」79と疑問が出されている。 
























                                            
79 同 149 頁 
80 Harper & Row, 471 U.S., at 562 (quoting 3 Nimmer § 13. 05 [A], at 13-72) 
81 大日方・前掲注(2) 
82 同 156 頁 
83 同書同頁参照 
84 同 157 頁 
85 537 U.S. 186, 208 
86 横山久芳「ミッキーマウス訴訟がもたらしたもの ̶̶著作権保護期間延長立法の合憲性」 ジュリ


























                                            
87 同 272 頁 
88 同書同頁 
89 田村善之「デジタル化時代の著作権制度の再検討」アメリカ法 2010-1 号（2010）28 頁 政策形成過
程におけるバイアスと裁判所の役割については、5章で詳述する。 
90 日本国憲法 21 条「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する。」日本で
は、この 21 条において表現の自由を保障している。 













  第 1 節 著作権法 32 条（引用）による解決 
 
 著作権法 32 条には、権利制限規定の一つとして、引用して利用できることが認められて
いる。では、二次創作のように他の著作物を取り込んで利用する場合について、その利用
を引用とみなし、適法利用とすることはできないであろうか。 






いなければ、その射程を狭く解するべきであるという論3や、32 条 1 項にもともと規定され
た「公正な慣行」および「正当な範囲内」という 2 要件に立ち返り、引用の要件を再構成
する論4も登場してきている。この論によれば、32 条 1 項の文言に立ち返ることで、引用側
が言語の著作物であり、明瞭区別性が要求される「批評型」の引用だけでなく、パロディ
等、明瞭区別性を満たさない「取込型」の引用や、言語以外の著作物が引用側となる引用
                                            
1 モンタージュ写真事件第 1次上告審（最判昭 55･３･28 判時 967 号 45 頁）によって示された基準であ
り、その後の判決においても踏襲されている。（この点について、中山信弘『著作権法』（有斐閣、2007）
258 頁参照） 
2 田村善之『著作権法概説 第 2 版』（有斐閣、2001）242 頁参照。ただし、飯村敏明「裁判例における引

































                                            






する見解（渋谷達紀『知的財産法講義Ⅱ〔第 2版〕』（有斐閣、2007）156 頁）もある。 
7 上野・前掲注(4) 329 頁参照 
8 「美術鑑定書事件控訴審」知財高判平 22･10･13 判時 2092 号 135 頁 

















                                            
10 民法 1条 3 項「権利の濫用は、これを許さない」 
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 そして現代のわが国をみると、二次創作は同人誌や UGC といった形で行われるようにな
っており、それらがパロディの一例として捉えられることも多い。例えば、パロディの例
                                            
1 「和歌の表現方法の一首。有名な古歌の一部を用いて新しい歌を作ることをいう。」『大日本百科事典 ジ
ャポニカ 20』（小学館、新版、1980）571 頁〔藤平春男執筆部分〕 
2 「古来の和歌の形式のなかに和歌にふさわしくない反古典的な機知や滑稽を詠みこむもの。」『大日本百
科事典 ジャポニカ 7』（小学館、新版、1980）14 頁〔浜田義一郎執筆部分〕 
3 中山信弘『著作権法』（有斐閣、2007）では、パロディの項目において、本歌取り・替え歌・川柳・狂
歌等をわが国における慣習として挙げている 
4 青木大也「著作権法におけるパロディの取扱い」ジュリ 1449 号（2013）55 頁 


























 １．Litman による提案 
 Jessica Litman は、著作権法リフォームについてある提案を行っている11。その提案とは、
著作権法は簡略化、正当性、著作権者とユーザーの権原を強化することを目指し、単一の
排他権として再構成する、そしてその単一の著作権とは、商業的利用をコントロールする
                                            
7 青木・前掲注(4) 55 頁には「我が国でパロディといえば…最近では動画共有サイト等でのパロディ動画
や同人誌等も注目されうる」という記述がある。 
8 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング編「海外における著作物のパロディの取り扱いに関する調査研究








11 Jessica Litman（比良友佳理訳）「真の著作権リフォーム（１）」知的財産法政策学研究 38 号 （2012）






























                                            
12 Litman・前掲注(11)「リフォーム（２・完）」36-37 頁および 37 頁の注(196) 
13 同 38 頁 
14 同 39 頁 











 ２．Samuelson らによる提案 













                                            
17 青木・前掲注(4) 55 頁 
18 Campbell v. Acuff-Rose Music, 510 U.S. 569 (1994) 
19 たとえば、動画サイトで公開されたなど、「【初音ミク】みくみくにしてあげる♪【してやんよ】」
〈http://www.nicovideo.jp/watch/sm1097445〉など、その後商業流通した UGCは多くある。 
20 Pamela Samuelson and Members of The CPP+, The Copyright Principles Project: Directions for 
Reform, 25 Berkeley Tech. L.J. 1175 (2010)  全文翻訳は 財団法人デジタルコンテンツ協会「コンテンツ
に係る知的創造サイクルの好循環に資する法的環境整備に関する調査研究 －コンテンツをめぐる法的環
境のこの 10 年とこれから－ 報告書」（以下「コンテンツ報告書」）（2010）57 頁以下〔石新智規、橋本
有加訳〕http://www.dcaj.org/project/report/pdf/2010/dc_10_02.pdfによる。 
21 Samuelson et al, supra note20, at 1198（邦訳は「コンテンツ報告書」78 頁） 
22 「コンテンツ報告書」における訳では「不方式主義」となっているが、一般的には「無方式主義」とい
われることが多いため、こちらの用語を用いている。 
23 Samuelson et al, supra note20, at 1198（邦訳は「コンテンツ報告書」79 頁） 
24 Id. at 1198-1199 （邦訳は同 79 頁） 










                                            
26 写真共有サイトのひとつ。 
27 Id. （邦訳は同 81 頁）  



















































                                            
33 http://www.nicovideo.jp/watch/sm19824378 
34 Samuelson et al, supra note20, at 1209（邦訳は「コンテンツ報告書」89 頁） 
35 Id. at 1210 （邦訳は同 90 頁） 
36 Id. （邦訳は同書同頁） 
37 Id. at 1211（邦訳は同書同頁） 
38 Id. at 1210（邦訳は同書同頁） 





















  第 3 節 パロディ規定 
 
 では、わが国にはどのようなパロディ規定が適しているであろうか。国内においてパロ 
                                            
40 青木・前掲注(4) 55 頁 





42 大日方信春『著作権と憲法理論』（信山社、2011）126 頁 
43 同 121 頁 














 アメリカ著作権法において、パロディはフェア・ユースを定めた 107 条の下で一定の範
囲保護されている47。 
 そして、アメリカにおいて、現状のパロディ概念を確立したと判決であるとされている48
のが、以下で説明する Campbell 事件最高裁判決49である。 
 







・第 1 ファクター：著作権利用の目的 
 第 1 ファクターの判断について、最高裁は、新しい作品が transformative か、それ
がどの程度を問うことが重要であるという50。ここで transformative とは、「最初の作
品を新しい表現や、意味、もしくは主張を伴って変化させることで、さらなる目的や
                                            
45 小泉直樹ほか「鼎談／平成 24 年度著作権法改正と今後の展望」ジュリ 1449 号（2013）24 頁〔小泉
発言〕 
46 アメリカ、イギリス、フランスにおけるパロディの扱われ方については、財田寛子「米・仏・英におけ
る著作権法上のパロディの保護」コピライト 611 号 19 頁も参照。 
47 三菱 UFJ リサーチ&コンサルティング編「海外における著作物のパロディの取り扱いに関する調査研
究報告書」（以下「パロディ報告書」）（2012）4 頁〔野口祐子執筆部分〕参照
〈http://www.bunka.go.jp/chosakuken/pdf/chosakuken_toriatsukai.pdf〉 
48 奥邨弘司「米国著作権法における Parody」著作権研究 37 号（2010）13 頁 
49 Campbell v. Acuff-Rose Music, 510 U.S. 569 (1994) 本事件については、奥邨・前掲注(48) 15 頁、「パ
ロディ報告書」 6 頁〔野口祐子執筆部分〕および、ロバート・ゴーマン＝ジェーン・ギンズバーグ（内藤
篤訳）『米国著作権法詳解 ̶原著第 6版̶（下）』（信山社、2003）639 頁参照 

























・第 3 ファクター：利用された著作物の量および実質的価値 
 まず、最高裁はこの要素の判断には、使用された素材の量だけでなく、質や重要性
                                            
51 Id. 訳文は奥邨・前掲注(49)15 頁による。 
52 Id. 訳文も同じ。 
53 Id. 
54 Id. at 58 訳文は奥邨・前掲注(49) 16 頁による。 
55 Id. at 581 
56 Id. at 581-582 
57 Id. at 582 
58 Id. at 585 




























                                            
60 Id. at 587 なお、この点について、判決文ではHarper & Row 事件における第 3ファクターの判断を
例に出している。 
61 Id. at 588 
62 Id. 
63 Id. at 591 
64 Id. 










 イギリスでは、学説および判例において、以下の 3点の議論がある69。 
① 実質的部分の利用の有無 
② 批評又は論評のための fair dealing の適用 
③ 公益を根拠とした制限の適用 
 そこで以下では、この 3点の議論を簡単にまとめていく。 
 








 ② fair dealing の適用 
 イギリス著作権法 30 条 1 項には、fair dealing と呼ばれる権利制限規定が定められてい
る。 
                                            
67 奥邨・前掲注(49) 19 頁 
68 同 20 頁 
69 「パロディ報告書」33 頁〔青木大也執筆部分〕 
70 同 36 頁〔青木大也執筆部分〕 
71 Ellen Gredley & Spyros Maniatis, ‘Parody: A Fatal Attraction? Part 1: The Nature of Parody and 
Its Treatment in Copyright’ [1997] EIPR 339, 341.  	「パロディ報告書」35 頁〔青木大也執筆
部分〕参照 
72 マイケル・F・フリント（高橋典博訳）「イギリス著作権法」（木鐸社、1999）133 頁参照 
73 「パロディ報告書」35 頁〔青木大也執筆部分〕 
74 Michael Spence, ‘Intellectual Property and the Problem of Parody’ (1998) 114 LQR 594, 596. を
参照した「パロディ報告書」36 頁〔青木大也執筆部分〕参照。 
 34












 ③ 公益を根拠とした制限の適用 
 イギリス著作権法には、以下のような規定がある。 
 




 Ashdown 事件控訴院判決では、「『Human Rights Act 1998 が施行された現在、表
現の自由の権利が、（CDPA）1988 年法によって認められる権利よりも勝るという稀
なケースにおいては、表現の自由の権利を実効あらしめることに明確な公益が存在す
る』と言及し、そのような場面では、171 条 3 項により公益による（金銭的賠償も不
                                            
75 邦訳は、CRIC の外国著作権法令集（大山幸房訳）
〈http://www.cric.or.jp/gaikoku/england/england.html〉による。 
76 「パロディ報告書」36 頁〔青木大也執筆部分〕 
77 同 37 頁〔青木大也執筆部分〕参照。ただし、この点については
Williamson Music 事件の傍論にお
いて、許容される余地があると指摘されている（Williamson Music Ltd v Pearson Partnership Ltd [1987] 
FSR 97 (Ch). を引用した 同書同頁〔青木大也執筆部分〕参照）。 
78 Ashdown v Telegraph Group Ltd [2001] EWCA Civ 1142, [2002] Ch 149 [61].  	同書同頁
〔青木大也執筆部分〕参照。 
79 同 38 頁〔青木大也執筆部分〕 





























                                            




85 「パロディ報告書」47 頁〔駒田泰士執筆部分〕 
86 同 48 頁〔駒田泰士執筆部分〕 
87 長塚真琴「フランス著作権法におけるパロディ」著作権研究 37 号（2010）61 頁 






















 また、「当該分野のきまり」という 122 の 5 条の文言からは、「原作品やその著作者を中
傷しないこと」というもう一つの要件が取り出されている97。この要件は、悪意丸出しの風
                                            
89 「パロディ報告書」49 頁〔駒田泰士執筆部分〕 
90 同書同頁〔駒田泰士執筆部分〕 
91 同 50 頁〔駒田泰士執筆部分〕 ここでは、「枯葉」事件（CA Paris, 1re ch., 11 mai 1993, RIDA 3/1993, 
p. 340; RTD com. 1993, p. 510, obs. crit. Françon.）を取り上げている。 
92 同書同頁〔駒田泰士執筆部分〕 
93 この要件を採用した判決例について、「パロディ報告書」51 頁〔駒田泰士執筆部分〕では、先の「枯葉」
事件控訴審判決と Douces Transes 事件破毀院判決（Cass. 1re civ., 12 janv. 1988, préc (n. 11).）を参照し
ている。 
94 「パロディ報告書」56 頁〔駒田泰士執筆部分〕 
95 Pollaud-Dulian, F., Le droit d’auteur, Economica, 2005 no 827 を参照した長塚・前掲注(87) 64 頁参
照 
96 「パロディ報告書」56 頁〔駒田泰士執筆部分〕 


























第 24 条106 
                                            
98 同 65 頁参照 
99 Douces Transes 事件破毀院判決を参照した「パロディ報告書」52 頁〔駒田泰士執筆部分〕参照 
100 「パロディ報告書」59 頁〔駒田泰士執筆部分〕 
101 Hess, Urheberrechtsprobleme der Parodie, 1993, SS. 104, 113, 115.を参照した本山雅弘「ドイツ法
におけるパロディ」著作権研究 37 号（2010）42 頁参照 
102 Hess, a. a. O., S. 104. を参照した本山・前掲注(101) 43 頁 
103 「パロディ報告書」62 頁 〔本山雅弘執筆部分〕参照 
104 Z.B., Platho, Die Parodie: Eine “freie Bearbeitung” nach §23UrhG GRUR 1992, 360,362;von 
Becker, Parodiefreiheit und Güterabwägung, Das „Gies Adler“- Urteil des BGH, GRUR 2004,S.104, 
108. を参照した「パロディ報告書」62 頁 〔本山雅弘執筆部分〕参照 

























 また、ドイツ著作権 51 条114には、引用の自由が定められている。この 51 条によってパ
                                            
107 本山・前掲注(101) 47 頁参照  
108 同 48 頁参照 
109 同論文同頁参照 
110 同論文同頁 なお、この論文では、この点について Gies ワシ事件（BGH GRUR 2003, 956-Gies-Adler.）





Urheberrecht Kommentar, 3 Aufl. 2006, §24 Rn.10 およびそこに掲げられた文献を参照している、上野
達弘「ドイツ法における翻案 ̶̶『本質的特徴の直接感得』論の再構成̶̶」著作権研究 34 号（2007）
31 頁による。 
112 本山・前掲注(101) 51 頁以降 および 上野・前掲注(111) 32 頁参照 
113 上野・前掲注(111) 35 頁 










原作品の改変禁止権を支える基本法 1条 1 項「人間の尊厳」および 2条 1 項「人格の自由」
と、パロディ側の自由使用を支える 5 条 1 項「意見表明の自由」および同 3 項の「芸術の
自由」という憲法価値の衝突が、14 条の利益衡量に際してパロディ固有の基準を正当化す












                                            
115 ドイツ著作権法 62 条(1) 「この節（筆者注：第 6節「著作権の制限」44a 条～63a 条を指す）の規定
に基づき著作物を使用することが許されるものと認められるときは、その著作物に変更を加えてはならな
い。…」 
116 ドイツ著作権法 64 条(1)「著作物又は著作物の一部が、第 45 条第 1項、第 45a 条から第 48 条まで、
第 50 条、第 51 条、第 53 条第 2項第 1文第 1号及び第 3項第 1号、第 58 条並びに第 59 条の場合にお
いて複製されるときは、常にその出典を明示するものとする。…」 
117 Hess, a. a. O., SS. 141, 142.を参照した本山・前掲注（）49 頁 
118 ドイツ著作権法 14 条「著作者は、その著作物の歪曲その他の毀損で、著作物に関する自らの正当な
精神的又は個人的な利益を危うくすると評価されるものを、禁止する権利を有する。 
119 本山・前掲注(101) 49 頁 
120 Hess, a. a. O., S. 165.を参照した本山・前掲注(101) 49 頁参照 
121 Hess, a. a. O., S. 165f.を参照した本山・前掲注(101) 50 頁参照 





























                                            
123 田村善之「デジタル化時代の著作権制度の再検討」アメリカ法 2010-1 号（2010）28 頁以下、田村善
之「知的財産法政策学の成果と課題 ̶多元分散型統御を目指す新世代法政策学への展望̶」新世代法政
策学研究 1号（2009）10 頁以下、田村善之「著作権法に対する司法解釈のありかた ̶美術鑑定書事件・
ロクラク事件等を題材に̶」法曹時報 63 巻 5 号（2011）13 頁以下、田村善之「著作権に対する一般的な
制限条項（フェア・ユース）導入論の意義と限界」Nextcom ５号（2011）６頁以下など参照 
124 集合的行為か個人個人ばらばらの行動か、その選択における両者のコストとベネフィットについて、
森田果「Perfume と AKB48 の違いに関する一考察 ̶̶グループと法̶̶」新世代法政策学研究 14 号
（2012）29 頁以下参照 
125 田村・前掲注(123) アメリカ法 28 頁 
126 田村・前掲注(123) 法曹時報 16-17 頁 
127 田村・前掲注(123) アメリカ法 30 頁 

























                                            





130 UK IPO, Consultation on Copyright (2011)http://www.ipo.gov.uk/consult-2011-copyright.pdfこ
のコンサルテーションについては、「パロディ報告書」43 頁〔青木大也執筆部分〕も参照 
131 Id. at 87 
132 510 U.S at 579  訳文は奥邨・前掲注(49)15 頁による。 





























                                            
134 田村善之『著作権法概説 第 2 版』（有斐閣、2001）243 頁では、取込型引用についての要件のうち
のひとつではあるが、「引用する側の著作権の表現の目的上、他の代替措置によることができないという必
然性があること」という要件を示している。 
135 同 121 頁 
136 阪本昌成『憲法理論Ⅲ』（成文堂、1995）23 頁 

































                                            
138 斉藤博『著作権法 第 3 版』（有斐閣、2007）214 頁 
139 同書同頁 
140 同書同頁の注(2) 
141 大日方・前掲注(42) 156 頁 
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